平成十三年国土交通省告示第千二十六号改正案新旧対照条文　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（傍線部分は改正部分）


平成十二年建設省告示第千四百五十七号改正案新旧対照条文　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（傍線部分は改正部分）
	改　　正　　案
	現　行　告　示

	損傷限界変位、Td、Bdi、層間変位、安全限界変位、Ts、Bsi、Fh及びGsを計算する方法並びに屋根ふき材等及び外壁等の構造耐力上の安全を確かめるための構造計算の基準を定める件
	Td、Bdi、安全限界変位、Ts、Bsi、Fh及びGsを計算する方法並びに屋根ふき材等及び外壁等の構造耐力上の安全を確かめるための構造計算の基準を定める件

	
	

	建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第八十二条の五第三号イからニまで、第五号、第七号並びに第八号の規定に基づき、損傷限界変位、Td、Bdi、層間変位、安全限界変位、Ts、Bsi、Fh及びGsを計算する方法並びに屋根ふき材等の構造耐力上の安全を確かめるための構造計算の基準を次のように定める。
	建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第八十二条の六第三号ロ及びハ、第五号、第七号並びに第八号の規定に基づき、Td、Bdi、安全限界変位、Ts、Bsi、Fh及びGsを計算する方法並びに屋根ふき材等の構造耐力上の安全を確かめるための構造計算の基準を次のように定める。

	第一　建築基準法施行令（以下「令」という。）第八十二条の五に規定する限界耐力計算（第三号及び第五号の地震に関する部分に限る。次項において同じ。）は、増分解析に基づき行うものとし、かつ、安全限界変位に達するまでに各階における耐力の低下がないことを確かめなければならない。
	（新規）

	第二　令第八十二条の五第三号イに規定する建築物の各階の損傷限界変位は、平成十九年国土交通省告示第○○号第一の規定に従って架構を定め、各階の架構がそれぞれ当該階の損傷限界耐力に相当する水平力その他のこれに作用する力（平成十九年国土交通省告示第○○号第二第四号の規定により計算する力を含む。）に耐えている場合において、当該力に対する架構の水平方向の変位として計算しなければならない。
	（新規）

	第三　令第八十二条の五第三号ロに規定する建築物の損傷限界固有周期 Td は、次の式によって計算するものとする。ただし、平成十三年国土交通省告示第千百十三号第一に規定する地盤調査（以下「地盤調査」という。）により地盤の特性を求めた場合においては更に次項の規定によって計算した周期調整係数を乗じることができるものとし、建築物の各部分の質量及び剛性に基づき固有値解析その他の方法によって当該周期を計算できる場合においては、当該計算によることができるものとする。
　（式　略）
	第一　建築基準法施行令（以下「令」という。）第八十二条の六第三号ロに規定する建築物の損傷限界固有周期 Td は、次の式によって計算するものとする。ただし、昭和四十六年建設省告示第百十一号第一に規定する地盤調査（以下「地盤調査」という。）により地盤の特性を求めた場合においては更に次項の規定によって計算した周期調整係数を乗じることができるものとし、建築物の各部分の質量及び剛性に基づき固有値解析等の手法によって当該周期を計算できる場合においては、当該計算によることができるものとする。

　
（式　略）

	２　（略）
	２　（略）

	３　令第八十二条の五第四号に規定する建築物の地下部分の計算に当たっては、当該建築物の損傷限界時に地下部分に生ずる力を用いて計算しなければならない。
	

	第四　令第八十二条の五第三号ハの表に規定する建築物の各階に生ずる加速度の分布係数 Bdi は、建築物の損傷限界時の各階の変形の分布に基づき、損傷限界固有周期に応じた刺激関数によって計算し、次の表に掲げるｐ及びｑを乗じて得た数値とする。ただし、建築物が地階を除く階数が五以下である場合においては、階の区分に応じて次の表の(一)項又は(二)項に掲げる式によって各階につき計算したbdiを用いて、次の表の(三)項に掲げる式により計算することができる。

（表　略）
	第二　令第八十二条の六第三号ハの表に規定する建築物の各階に生ずる加速度の分布係数 Bdi は、建築物の損傷限界時の各階の変形の分布に基づき、損傷限界固有周期に応じた刺激関数によって計算し、次の表に掲げるｐ及びｑを乗じて得た数値とする。ただし、建築物が整形かつ均質であるか、又は階数が五以下の階である場合においては、階の区分に応じて次の表の(一)項又は(二)項に掲げる式によって各階につき計算したbdiを用いて、次の表の(三)項に掲げる式により計算することができる。

　（表　略）

	
	

	第五　令第八十二条の五第三号ニに規定する各階に生ずる水平方向の層間変位は、第三第一項に規定する建築物の損傷限界時における各階に生ずる水平方向の層間変位とする。
	

	第六　令第八十二条の五第五号イに規定する各階の安全限界変位は、建築物の各階が保有水平耐力に相当する水平力その他これに作用する力に対して耐えているときに、当該階の一の部材が次の式によって計算した部材の限界変形角に達した場合の層間変位以下の変位とする。ただし、限界変形角に達した部材を取り除いたと仮定した架構がなお倒壊、崩壊等に至っていないことが確認された場合においては、当該架構に基づき各階の安全限界変位を求めることができるものとする。

（式　略）
	第三　令第八十二条の六第五号イに規定する各階の安全限界変位は、建築物の各階が保有水平耐力に相当する水平力その他これに作用する力に対して耐えているときに、当該階の一の部材が次の式によって計算した部材の限界変形角に達した場合の層間変位以下の変位とする。ただし、限界変形角に達した部材を取り除いたと仮定した架構がなお倒壊、崩壊等に至っていないことが確認された場合においては、当該架構に基づき各階の安全限界変位を求めることができるものとする。

（式　略）

	２　前項の規定により建築物の各階について定める安全限界変位の当該各階の高さに対する割合は、それぞれ七十五分の一（木造である階にあっては、三十分の一）を超えないものとし、かつ、当該各階の安全限界変位において構造耐力上主要な部分に生ずる変形が、前項の規定により計算した部材の限界変形角に達した場合の層間変位に対して三分の二以下の数値であることを確かめなければならない。ただし、特別な調査又は研究の結果に基づき安全限界変位に相当する変位が生ずる建築物の各階が当該建築物に作用する荷重及び外力に耐えることができることが確かめられた場合にあっては、この限りでない。

	

	３　建築物の地上部分のアスペクト比（計算しようとする方向における架構の幅に対する高さの比をいう。）が四を超える場合にあっては、次の各号に掲げる層せん断力のいずれかが作用するものとした場合に建築物の地盤又は基礎ぐいに生ずる力を計算し、当該地盤又は基礎ぐいに生ずる力が地盤にあっては地盤調査によって求めた極限応力度に基づき計算した極限支持力の数値を、基礎ぐいにあっては令第三章第八節第四款の規定による材料強度に基づき計算した当該基礎ぐいの耐力並びに地盤調査によって求めた圧縮方向及び引抜き方向の極限支持力の数値をそれぞれ超えないことを確かめるものとする。ただし、特別な調査又は研究によって地震力が作用する建築物の全体の転倒が生じないことを確かめた場合にあっては、この限りでない。

一　令第八十八条第一項に規定する地震力について標準せん断力係数を〇・三以上として計算した層せん断力

二　建築物の安全限界時に各階に作用するものとした層せん断力
	

	第七　令第八十二条の五第五号ロに規定する建築物の安全限界固有周期Ｔsは、次の式によって計算するものとする。ただし、地盤調査によって地盤の特性を求めた場合においては、更に次項の規定によって計算した周期調整係数を乗じることができるものとし、建築物の各部分の質量及び剛性に基づき固有値解析等の手法によって当該周期を計算できる場合においては、当該計算によることができるものとする。


	第四　令第八十二条の六第五号ロに規定する建築物の安全限界固有周期Ｔsは、次の式によって計算するものとする。ただし、地盤調査によって地盤の特性を求めた場合においては、更に次項の規定によって計算した周期調整係数を乗じることができるものとし、建築物の各部分の質量及び剛性に基づき固有値解析等の手法によって当該周期を計算できる場合においては、当該計算によることができるものとする。
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	この式において、Ｔs、Ｍus、⊿s及びQsは、それぞれ次の数値を表すものとする。
Ｔs　（略） 
Ｍus　（略）
	この式において、Ｔs、Ｍus、⊿s及びQsは、それぞれ次の数値を表すものとする。
Ｔs　（略） 

Ｍus　（略）

	（式　略）
	（式　略）

	この式において、mi及びδsiは、それぞれ次の数値を表すものとする。
	この式において、mi及びδsiは、それぞれ次の数値を表すものとする。

	mi　（略） 
	mi　（略）

	δsi　（略） 
	δsi　（略）

	　　　　（式　略）
	（式　略）

	この式において、Bsi及びQsは、それぞれ次の数値を表すものとする。
	この式において、Bsi及びQsは、それぞれ次の数値を表すものとする。

	Bsi　第八の規定による第i階における加速度の分布係数

Qs　（略） 
	Bsi　第五の規定による第i階における加速度の分布係数

Qs　（略）

	Qs　次に定めるところにより計算した建築物の安全限界耐力(単位　キロニュートン)

　　各階について次の式によって計算した安全限界耐力の一階層せん断力係数換算値qsiのうち最小の値に、建築物の全重量を乗じた値として計算すること。
	Qs　次に定めるところにより計算した建築物の安全限界耐力(単位　キロニュートン)

　　　各階について次の式によって計算した安全限界耐力の一階層せん断力係数換算値qsiのうち最小の値に、建築物の全重量を乗じた値として計算すること。

	　　　（式　略）
	　　　（式　略）

	この式において、qsi、Qui、Fei、Bsi及びmiは、それぞれ次の数値を表すものとする。
	この式において、qsi、Qui、Fei、Bsi及びmiは、それぞれ次の数値を表すものとする。

	qsi　（略） 
	qsi　（略）

	Qui　（略）
	Qui　（略）

	Fei　（略） 
	Fei　（略）

	Bsi　第八の規定による第i階に生ずる加速度の分布係数
	Bsi　第五の規定による第i階に生ずる加速度の分布係数

	mi　（略）
	mi　（略）

	⊿s　（略）
	⊿s　（略）

	２　周期調整係数rは、第三第二項の式によって計算するものとする。この場合において、Td及びMudは、それぞれTs及びMusと読み替えるものとする。
	２　周期調整係数rは、第一第二項の式によって計算するものとする。この場合において、Td及びMudは、それぞれTs及びMusと読み替えるものとする。

	３　建築物の安全限界時において、構造部材である柱、はり若しくは壁又はこれらの接合部（塑性ヒンジを生じない部分に限る。）が、せん断破壊その他これに類する構造部材の脆性的な破壊等によって構造耐力上支障のある急激な耐力の低下が生ずるおそれがないことを平成十九年国土交通省告示第○○号第四第三号の規定によって確かめること。
	

	第八　令第八十二条の五第五号ハに規定する建築物の各階に生ずる加速度の分布係数Bsiは、第四の規定によって計算するものとする。この場合において、第三号ハの表、損傷限界、Td、Mud及びbdiは、それぞれ第五号ハの表、安全限界、Ts、Mus及びBsiと読み替えるものとする。
	第五　令第八十二条の六第五号ハに規定する建築物の各階に生ずる加速度の分布係数Bsiは、第二の規定によって計算するものとする。この場合において、損傷限界、Td、Mud及びbdiは、それぞれ安全限界、Ts、Mus及びBsiと読み替えるものとする。

	第九　令第八十二条の五第五号ハに規定する振動の減衰による加速度の低減率Fhは、次の式によって計算するものとする。ただし、建築物の地震応答に対する部材又は建築物の減衰性の影響を考慮した計算手法によってFhを算出できる場合においては、当該計算によることができる。
（式　略）
	第六　令第八十二条の六第五号ハに規定する振動の減衰による加速度の低減率Fhは、次の式によって計算するものとする。ただし、建築物の地震応答に対する部材又は建築物の減衰性の影響を考慮した計算手法によってFhを算出できる場合においては、当該計算によることができる。
（式　略）

	２　前項の式において、ｈは、次の各号（鉄筋コンクリート造その他これに類する架構においてコンクリートのひび割れ等による剛性の低下が生ずるおそれのある構造方法とする場合にあっては、第二号を除く。）のいずれかにより求めた建築物の減衰を表す数値とする。ただし、部材又は建築物の減衰性を、これらを弾性とみなした場合の粘性減衰定数によって表すことができる場合においては、当該数値とすることができる。
	２　前項の式において、ｈは、次の各号のいずれかにより求めた建築物の減衰を表す数値とする。ただし、部材又は建築物の減衰性を、これらを弾性と見なした場合の粘性減衰定数によって表すことができる場合においては、当該数値とすることができる。

	　一　（略）
	　一　（略）

	二　前号イに規定する建築物の塑性の程度を表す数値mDfiが一以上である部材について、イに規定するγ1がすべて等しい場合には、建築物の減衰性を表す数値hは、次の式によって計算することができる。
	二　前号イに規定する建築物の塑性の程度を表す数値mDfiが一以上である部材について、イに規定するγ1がすべて等しい場合には、建築物の減衰性を表す数値hは、次の式によって計算することができる。
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	この式において、γ1及びDfは、それぞれ次の数値を表すものとする。
	この式において、γ1及びDfは、それぞれ次の数値を表すものとする。

	γ1　（略） 
	γ1　（略）

	Df　（略） 
	Df　（略）
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	この式において、⊿s、Qd、⊿d及びQsは、それぞれ次の数値を表すものとする。
	この式において、⊿s、Qd、⊿d及びQsは、それぞれ次の数値を表すものとする。

	⊿s　第七第一項に規定する建築物の安全限界時における代表変位（単位メートル）
	⊿s　第四第一項に規定する建築物の安全限界時における代表変位（単位メートル）

	Qd　第三第一項に規定する建築物の損傷限界耐力（単位　キロニュートン）
	Qd　第一第一項に規定する建築物の損傷限界耐力（単位　キロニュートン）

	⊿d　第三第一項に規定する建築物の損傷限界時における代表変位（単位　メートル）
	⊿d　第一第一項に規定する建築物の損傷限界時における代表変位（単位　メートル）

	Qs　第七第一項に規定する建築物の安全限界耐力（単位　キロニュートン）
	Qs　第四第一項に規定する建築物の安全限界耐力（単位　キロニュートン）

	三　建築物の減衰を表す数値hを建築物に生ずる水平力と変形の関係から求める場合は、次の式によって計算するものとする。
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この式において、γ1及びDfは、それぞれ次の数値を表すものとする。

γ1　第一号に規定する部材の構造形式に応じた建築物の減衰特性を表す係数

Df　建築物の塑性の程度を表すものとして次の式によって計算した数値（ただし、一を下回る場合には一とする。）
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この式において、Δs及びΔyは、それぞれ次の数値を表すものとする。

Δs　第七第一項に規定する建築物の安全限界時における代表変位（単位　メートル）

Δy　次のイからニまでに定めるところによる。
イ　次の図に示す建築物に生ずる水平力と変形の関係に基づく曲線と⊿s（点Ａ）との交点（点Ｂ）を求める。
ロ　当該曲線、点Ｏ、点Ａ及び点Ｂによって囲まれる面積を求める。

ハ　ロで求めた面積と点Ｏ、点Ａ、点Ｂ及び点Ｘで囲まれた面積が等しくなるよう、点Ｂと第七第一項に規定する建築物の安全限界耐力（点Ｃ）を結んだ直線上に点Ｘを求める。

ニ　ハで求めた点Ｘに相当する変位を⊿ｙとする。（単位　メートル）　
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	四　地盤調査によって地盤の特性を求めた場合には、建築物の減衰性を表す数値ｈは、次の式によって計算することができる。

　（式　略）
	三　地盤調査によって地盤の特性を求めた場合には、建築物の等価粘性減衰定数ｈは、次の式によって計算することができる。

　（式　略）

	この式において、r、hsw、Tsw、Ts、hro、Tro及びhbは、それぞれ次の数値を表すものとする。
	この式において、r、hsw、Tsw、Ts、hro、Tro及びhbは、それぞれ次の数値を表すものとする。

	r　第七第二項に規定する安全限界時の周期調整係数
	r　第四第二項に規定する安全限界時の周期調整係数

	hsw　（略）
	hsw　（略）

	Tsw　第七第二項に規定する安全限界時のスウェイ固有周期（単位　秒）
	Tsw　第四第二項に規定する安全限界時のスウェイ固有周期（単位　秒）

	Ts　第七第一項に規定する安全限界固有周期（単位　秒）
	Ts　第四第一項に規定する安全限界固有周期（単位　秒）

	hro　（略）
	hro　（略）

	Tro　第七第二項に規定する安全限界時のロッキング固有周期（単位　秒）
	Tro　第四第二項に規定する安全限界時のロッキング固有周期（単位　秒）

	hb　前三号のいずれかにより求めた建築物の減衰性を表す数値を、当該建築物の地上部分の等価粘性減衰定数を表すものとして読み替えた数値
	hb　前二号のいずれかにより求めた建築物の等価粘性減衰定数を、当該建築物の地上部分の等価粘性減衰定数を表すものとして読み替えた数値

	第十　令第八十二条の五第三号の表に規定する表層地盤（工学的基盤上面以浅の地盤をいう。以下同じ。）による加速度の増幅率を表す数値Gsは、地盤が昭和五十五年建設省告示第千七百九十三号第二の表中Tcに関する表に掲げる第一種地盤に該当する区域にあっては次の表一に掲げる式により、第二種地盤又は第三種地盤に該当する区域にあっては次の表二に掲げる式により計算すること。
	第七　令第八十二条の六第三号の表に規定する表層地盤（工学的基盤（地下深所にあって十分な層厚と剛性を有し、せん断波速度が約四百メートル毎秒以上の地盤をいう。以下同じ。）上面以浅の地盤をいう。以下同じ。）による加速度の増幅率を表す数値Gsは、次の各号のいずれかによって計算するものとする。

	表一
	

	
	
[image: image9.wmf]576

.

0

T

<


	
[image: image10.wmf]5

.

1

Gs

=


	
	

	
	
[image: image11.wmf]64

.

0

T

576

.

0

<

≦


	
[image: image12.wmf]T

864

.

0

Gs

=


	
	

	
	
[image: image13.wmf]T

64

.

0

<


	
[image: image14.wmf]35

.

1

Gs

=


	
	

	
	この表において、Ｔは、建築物の固有周期（単位　秒）を表すものとする。
	
	

	表二
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	この表において、Ｔ、Ｔu及びｇvは、それぞれ次の数値を表すものとする。

Ｔ　建築物の固有周期（単位　秒）

Ｔu　次の式によって計算した数値（単位　秒）
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ｇv　地盤種別に応じて次の表に掲げる数値

第二種地盤

二・〇二五
第三種地盤

二・七

	
	

	２　前項の規定にかかわらず、令第八十二条の五第五号ハの表に規定するGsの数値は、第一号に規定する場合においては、第二号から第四号までに定めるところによって計算することができるものとする。
	　

	一　次のイ及びロに掲げる基準に適合すること。
イ　地盤が液状化を生ずるおそれのないこと。

ロ　建築物の敷地は、がけ地その他これらに類する傾斜した地盤又はその近傍にないこと。ただし、特別な調査又は研究の結果に基づき当該地形による地震動の増幅が平坦な地盤と同程度の増幅であることが確かめられた場合にあっては、この限りでない。

二　地盤調査によって地下深所に至る十分な層厚と剛性を有し、かつ、次のイからハまでに掲げる基準に適合する工学的基盤を有すること確かめること。

イ　地盤のせん断波速度が約四百メートル毎秒以上であること。

ロ　地盤の厚さが五メートル以上であること。

ハ　建築物の直下を中心とし、表層地盤の厚さの五倍程度の範囲において地盤の深さが一様なものとして五度以下の傾斜であること。ただし、特別な調査又は研究の結果に基づき地盤からの地震動の増幅がこれと同程度の増幅であることが確かめられた場合にあっては、この限りでない。
	

	三　Gsは、次の表の(い)欄に掲げる建築物の安全限界固有周期に応じて、イによって計算した地盤の卓越周期及びロによって計算した表層地盤の増幅率を用いて、次の表の(ろ)欄に掲げる式によって計算すること。この場合において、建築物の安全限界時のGsが次の表の(は)欄の数値を下回るときは当該欄の数値とするものとし、更に、建築物と表層地盤との相互作用を考慮してハによって計算される相互作用に関する係数βを乗じることができるものとする。

　
	一　次の表の(い)欄に掲げる建築物の損傷限界固有周期又は安全限界固有周期に応じて、イによって計算した地盤の卓越周期及びロによって計算した表層地盤の増幅率を用いて、次の表の(ろ)欄に掲げる式によって計算すること。この場合において、建築物の損傷限界時及び安全限界時のGsがそれぞれ次の表の(は)欄又は(に)欄の数値を下回るときは当該各欄の数値とするものとし、更に、建築物と表層地盤との相互作用を考慮してハによって計算される相互作用に関する係数βを乗じることができるものとする。ただし、表層地盤に伝わる弾性波の速度の実測に基づきGsを計算する場合にあっては、当該計算によることができる。

	
	
	(い)
	(ろ)
	(は)
	
	
	
	(い)
	(ろ)
	(は)
	(に)
	

	
	(一)
	（略）
	（略）
	一・二
	
	
	(一)
	（略）
	（略）
	一・五
	一・二
	

	
	(二)
	（略）
	（略）
	一・二
	
	
	(二)
	（略）
	（略）
	一・五
	一・二
	

	
	(三)
	（略）
	（略）
	一・二
	
	
	(三)
	（略）
	（略）
	一・五
	一・二
	

	
	(四)
	（略）
	（略）
	一・〇
	
	
	(四)
	（略）
	
	一・三五
	一・〇
	

	
	（略）
	
	
	（略）
	

	イ・ロ　（略）　
	イ・ロハ　（略）　

	ハ　建築物と表層地盤との相互作用に関する係数βは、次の式によって計算するものとする。ただし、βが〇・七五を下回る場合にあっては、〇・七五とする。

　（式　略）
	ハ　建築物と表層地盤との相互作用に関する係数βは、次の式によって計算するものとする。ただし、βが〇・七五を下回る場合にあっては、〇・七五とする。

　（式　略）

	この式において、Khb、Gs、De、Hi及びKheは、それぞれ次の数値を表すものとする。
	この式において、Khb、Gs、De、Hi、Khe及びηは、それぞれ次の数値を表すものとする。

	Khb　（略）
	Khb　（略）

	Gs　第二号に規定するGsの数値
	Gs　第一号に規定するGsの数値

	De　（略）
	De　（略）

	Hi　（略）
	Hi　（略）

	Khe　（略）
	Khe　（略）

	（削る。）


	η　損傷限界固有周期における連成効果による加速度の低減率で、次の式により計算した数値（安全限界固有周期に関する計算を行う場合にあっては、一・〇とする。）

　（式　略）

	（削る。）
	この式において、hは、次に掲げる式によって計算した数値とする。

　　（式　略）

	（削る。）
	この式において、hsw、hro、hb、Tsw、Tro、Td及びrは、次に掲げる式によって計算した数値とする。

　　（式　略）

	（削る。）
	hsw　（略）

	（削る。）
	hro　（略）

	（削る。）
	hb　（略）

	（削る。）
	Tsw　（略）

	（削る。）
	Tro　（略）

	（削る。）
	Td　（略）

	（削る。）
	r　（略）

	（削る。）
	二　（略）

	四　敷地内の表層地盤の各層について、当該層の上層又は下層においてせん断波速度に地盤密度を乗じて得た数値が二倍程度変化する場合にあっては、当該層を工学的基盤とみなしてして前号の規定によりGsを計算し、当該数値と前号の規定による数値のいずれか大きな数値を当該地盤のGsとすること。
	

	第十一　令第八十二条の五第七号に規定する屋根ふき材、外装材及び屋外に面する帳壁の構造計算の基準は、次のとおりとする。

一～三　（略）
	第八　令第八十二条の六第七号に規定する屋根ふき材、外装材及び屋外に面する帳壁の構造計算の基準は、次のとおりとする。

一～三　（略）

	第十二　（略）
	第九　（略）
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